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東日本大震災に係る被災市町村に対する市区の第三セクター等の 

職員の中長期的な派遣申出の取りまとめについて（事前依頼） 

 

平素、本会の会務運営につきまして、特段のご高配を賜り感謝申し上げます。 

東日本大震災に係る被災市町村に対する人的支援につきましては、各市区、各都道

府県市長会の多大なるご支援、ご協力をいただいているところであり、重ねて感謝申

し上げます。 

各市区、各都道府県市長会の多大なるご協力により、被災市町村に対する人的支援

は着実に進捗しているところでありますが、一方で、復興事業の本格実施に伴う膨大

な業務に対応するため、被災市町村においては更なる人的支援が求められているとこ

ろであります。 

また、先般、別添１の総務省自治行政局公務員部公務員課長通知により、地方自治

体の第三セクター等（土地開発公社等の地方三公社、財団法人等。以下同じ。）の職員

を当該団体の身分を有したまま被災自治体が受け入れられる仕組みの整備につきまし

て、周知がなされたところであります（別添１参照）。 

本会では、このような状況を踏まえ、全国町村会、総務省及び被災県との協力によ

る中長期的な職員派遣スキームにおいて、これまでの市区町村職員による派遣に加え、

全国の市区町村の第三セクター等の職員の中長期的な派遣（被災市町村の職員として

の採用を伴う。以下同じ。）を実施する予定としており、近々にも、本会から各市区長

に対して、市区の第三セクター等の職員の中長期的な派遣のお申出を依頼させていた

だくことといたしております（別添２参照）。 

つきましては、これまでと同様に、貴都道府県市長会に都道府県内の市区からの回

答をお取りまとめいただく方法により実施いたしたく存じますので、諸事ご繁忙のと

ころ誠に恐縮に存じますが、その際は特段のご協力を賜りますようお願い申し上げま

す。 

なお、正式な依頼文書は、今月中に出状する予定としておりますことを申し添えま

す。 
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